
　私は、文部科学省や総務省が進め
る、教育におけるＩＣＴ活用推進に関
するさまざまなワーキンググループ
に参画しています。また、全国各地の
自治体でＩＣＴを活用した教育のアド
バイザーも務めています。そこで今
回は、自治体の教育施策に情報化の
側面から深くかかわってきた経験に
基づき、自治体の特色ある教育施策
について、教育の情報化を例にしな
がらお話ししたいと思います。
　まず、新しい施策を始める際に最
も重要なのは、子どもにどのような
力を育みたいのかビジョンを示すこ
とです。その立脚点は、「２１世紀型
スキル」（＊１）のようなグローバル
社会が求める人材像であったり、過
疎化など地域が抱える課題であった
りと、さまざまだと思います。
　教育の情報化について言えば、文
部科学省「第２期教育振興基本計画」
で、「自ら学び、考え、行動する力」
を育む取り組みの１つとして、ＩＣＴ
の活用などによる協働型・双方向型
学習の推進が示されました。その実
現に向け、各自治体ではＩＣＴ環境の
整備を進めていると思います。
　ところが、電子黒板やタブレットＰ

Ｃを導入しても、学校での活用がう
まくいっていないケースをよく見か
けます。その原因を探ると、自治体
は学校に機器を整備しただけで、活
用方法などを支援していないという
様子がうかがえます。使用目的をはっ
きりさせ、ＩＣＴ活用の明確なイメー
ジを示さなければ、現場の先生方は
新しい機器に戸惑うばかりです。
　「学力向上」を目的に掲げる自治体
もありますが、私が見てきた事例で
は多くが失敗に終わっています。学
力向上は、ＩＣＴを活用して授業改善
を進めた結果として得られる副次的
な成果です。ＩＣＴ機器を整備しただ
けではすぐに成果が出ないので、そ
の効果が疑問視され、次第に予算が付
かなくなってしまうのです。
　ＩＣＴ活用においては、「協働学習
など授業改善のため」「校務の効率化
によって、生徒と向き合う時間をつ
くるため」など、具体的な目的をはっ
きり示すことが、学校現場を動かす
第一のポイントと言えるでしょう。

　次に重要なポイントは、施策を担
う「組織」や「人」です。例えば、Ｉ
ＣＴ活用であれば、機器整備は総務課、
授業改善は指導課、活用法の研修は

教育センターといった具合に、複数
の部署にまたがって行われることが
多いと思います。施策を効果的かつ
継続的に進めるためには、部署を超
えた連携を強化すべく間を取り持ち、
熱意をもって中心的に動く人物や組
織の有無が成否の鍵を握ります。そ
の点で、重点施策を一手に担当する
横断的な部署を設置することは、１
つの効果的な方法だと考えます。

＊１　世界の教育関係者らが立ち上げた国際団体「ATC21s」が提唱する概念で、これからのグローバル社会を生き抜くために求められる一般的能力を指す。

教育委員会版　2 0 15  V o l . 42

ふじむら・ゆういち　北海道教育大卒業後、小
学校教諭、指導主事、東京工業大大学院社会理
工学研究科内地研究員を経て、現職。専門は教
育工学、情報教育。文部科学省や総務省が行う
教育の情報化事業のアドバイザーや、各種ワー
キンググループの主査・委員を多数務める。近
著に『アクティブ・ラーニング対応　わかる！　
書ける！　授業改善のための学習指導案　教育実
習・研究授業に役立つ』（ジャムハウス）。

子どもに育みたい力を明確に示し、
具体的ノウハウに落として現場支援を
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特色ある教育施策を立案しても、地域の実情に合っていなかったり、現場の理解が深まらなかったりして、
ねらい通りに進まないケースが見られる。新たな施策を効果的に進めるには、何がポイントとなるのか。

文部科学省のＩＣＴ活用教育アドバイザーなどを務め、全国の自治体の教育施策に詳しい、
鳴門教育大大学院の藤村裕一准教授に、教育の情報化を例に話を聞いた。
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　また、実際に現場で教育を担う教
師に、施策のねらいをしっかりと浸
透させることも大切です。
　例えば、ＩＣＴ機器導入時によく行
われる研修では、機器の操作方法に
とどまっているケースが多く見られ
ます。しかし、例えば、主体的・協
働的な学習を進めることが目的であ
れば、今までの授業スタイルを大き
く変える必要があり、そのためには、
まず教師の学力観や授業観の転換を

図る必要があります。そうしないと、
タブレットＰＣを使っても、子ども
に学習課題を与えて「調べなさい」

「解きなさい」と言うだけで、今まで
の教師主導の授業と何ら変わらなく
なってしまう恐れがあります。
　授業の型については、教師主導の
「鍛える授業」と、児童生徒主体の「自
ら学ぶ授業」に大きく分かれます（図
１）。自ら学ぶ子どもを育むには、教
師主導の授業（図１の①②）から最
終的に児童生徒主体の問題解決学習

（図１の④）へと発展させていくこと
が必要です。それには、子どもの発
達段階や学習到達度に応じてバラン
スよく単元構成や授業案を考えてい
けるよう、教師の意識を変えていく
ことが大切だと考えます。
　

　もちろん、教師の基本的な指導力を
高めることも大切です。ＩＣＴ活用に
おいても、実践が進むにつれて、ＩＣＴ
はあくまでもツールであり、その成

否を握っているのは教師の授業力で

あるということが分かってきました。
　現在、我々が目指しているのは、
体験や活動、アナログ、デジタルの
効果的な組み合わせによる「ディー
プ・ラーニング　by　アクティブ・ラー

ニング」（＊２）です。その実現には、
子どもが主体であっても、協働学習

によって必然的に目標に到達させる
ための深い教材研究や授業準備が必
要だと考えます。
　その支援策として、各校の実践事
例を自治体全体で共有することも効
果的だと思います。学力が伸びたあ
る自治体では、主幹教諭が各校を訪
問し、良い事例を共有したことで、
どの学校でも良い授業が出来るよう
になったそうです。学校種や教科を
超えて授業を見学し合い、じかに指
導を見て、子どもたちの様子を肌で
感じることも大切でしょう。
　さらに、各校の優れた指導案や教
材などを、自治体内で共有できるシ
ステムを構築することも効果的です

（図２）。ポータルサイトであれば、
時間や場所の制約なくコンテンツを
共有できますから、多忙な先生方に

とって有効な指導力向上のツールと
なるのではないでしょうか。ある自
治体では、研究授業の指導案を、事
後研究会での意見を反映して再構成
指導案としてから自治体の共有サー
バーにアップしているそうです。と
ても効果的な方法だと思います。
　新たな施策は効果が出るまでに時
間が掛かります。ＩＣＴ活用の場合、
最初はとにかく機器を使うことに慣
れ、導入３年目くらいで、各メディ
アの特性を生かして、授業のねらい
に応じた使い分けが出来るようにな
ることを目指しています。教育委員
会の粘り強い支援が必要なのです。
　地域の子どもたちに未来を生きて
いく力をどのように育むのか。その
ビジョンを明確に描き、現場の先生方
を支援していただければと思います。

＊２　ここで言うディープ・ラーニングとは、「より深い学び」を意味する。児童生徒主体の課題解決・問題解決学習を通じて、自ら追究する楽しさを知り、生涯使える知識や
課題解決能力を獲得できる学習のこと。
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自治体内全校の共有ポータルサイト

学 校 現 場

•各校から集まったコンテンツを整理
•実践記録をカリキュラム化

•各校の実践を自治体全体で活用

•工夫点を明示した単元計画、
再構成指導案
•授業で使用した教材、プリント、資料
•学習記録と改善点
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＊藤村准教授の提供資料を基に編集部で作成

＊藤村准教授の提供資料と取材を基に編集部で作成

図１ 授業の型ごとの役割
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①教師主導の講義・実習・習熟型授業
基礎的・基本的な知識・
技能

習得型

②教師主導の課題解決学習（学習課題・
追究方法とも教師が）
Project Based Learning

知識・技能の基本的活用
モデル

活用型（探究型
が可能になるま
での過渡的なも
の。学び方を習
得済みの中・高
では時間効率化
のために採用）
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業

③児童生徒主体の課題解決学習
（学習課題は教師が）
（追究方法は児童生徒が）

問題解決能力（読解力、
思考力、判断力、表現力、
価値観　など）

④問題解決学習（学習問題、追究方法
とも児童生徒が）
Problem Solving Learning

問題発見能力
問題解決能力

探究型（最終形）

図２ 指導力向上を図るための情報共有の例

特集　未来を見据えた特色ある人材育成

優れた授業案や教材を共有し、
全体の指導力向上を図る


